
(申請日を記入)

令和 年 月 日

[申込人］

：

： (法人の場合記載）

：
印

１． 事業所概要等 ↓(該当箇所にチェック)

□ 個人事業 □ 会社事業

－ － － －

年 月 日 □ 有 □ 無

年 月 日 （満 歳）

－ － － －

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

年 月

事業計画書　記入例

住 所

会 社 名

氏名または
代 表 者 名

開業形態
　※該当事項に☑

商　号（個人）
会社名（会社）

店名又は会社名を記入

開設（予定）住所 名護市城一丁目４番11号

電　　話 連絡先電話

E-mail

開業(予定)年月日
設立(予定)年月日

令和
開業届出(個人)
設立登記(法人)

ふりがな

氏　　名

生年月日

自宅住所

自宅電話番号 携帯番号

学歴 卒業

現在に至る

取得

取得

取得

事
業
所
概
要

資格等

代
表
者
略
歴

職歴



２．事業概要

円

人
人

（ ）人

円

住所 ：

氏名 ：

勤務先 ：

□ ア.設備機械器具等発注済み。
□ イ.土地・店舗を買収するための頭金等支払い済み。
□ ウ.土地・店舗を買収するための権利金・敷金等支払い済み。
□ エ.商品・原材料の仕入れを行っている。
□ オ.事業に必要な許認可を受けている。
□ カ.事業に必要な許認可等の申請が受理されている。
□ キ.その他　※具体的に記入 （ ）

３． 経営理念等

（会社設立予定の場合）
業種 資本金

取扱品 仕入先

従業者の
種類

常勤役員数(個人事業主） 人 　常用従業員数

臨時従業者数（パート・アルバ
イトを含む） 人

　従業員総数
　うち家族従業者数（　）

開業の動機
目的

事業内容

ｾｰﾙｽﾎﾟｲﾝﾄ

事業戦略等

出資者
出資額

（会社設立予定の場合）

事業協力者

経
営
理
念

経
営
方
針

事
業
概
要

創業準備状況

該当事項に☑

経
営
目
標

当施設の整備目的と
目指す方向性を踏ま
え、記載すること

企業活動をすることによって実現させたい願望・経営の目的・社会的意義等を記載すること
例：食を通して地域に貢献する

経営理念を実現させるための具体的な方策を記載すること
例：健康的な食事の提供、食品ロスを減らす

経営方針を実現させるための具体的な目標を記載すること
例：提供するメニューの6割は栄養バランスを考えた

メニューにする、夜は事前予約制とする　



４． 運転資金計画

５． 設備計画 ↓※入居希望店舗以外の土地及び建物がある場合は記入

㎡ 千円

㎡ 千円

千円　・・・・・B

（単位）

1 台 円 千円

2 個 円 千円

3 脚 円 千円

4 円 千円

5 円 千円

6 円 千円

7 円 千円

8 円 千円

６． 今回の資金計画による必要資金合計

土　　地

建　　物

計（取得に要する資金）

名　　称 金　　額 積　算　内　訳

商品・材料等の仕入資金 千円

人 件 費 等 千円

そ の 他 の 資 金 千円

計 千円　・・・A

区
分

土地・建物 面　積
取得
方法

取得に要する資金 契約年月日
取得（完成）
年月日

事
業
用
不
動
産

区
分

名　　称 形式・能力
数　量

単　価 金　額 発　注　先
設置（完成）
年月日

計 千円　・・・C

Ａ＋Ｂ＋Ｃ＝ 千円　・・・D

機
械
器
具
・
什
器
備
品
等

自己・新築
取得・賃貸

根拠となる見積等を
基に記載すること

根拠となる見積等を
基に記載すること



７． 資金調達計画

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円 千円

千円

% 千円 千円 ～

% 千円 千円 ～

% 千円 千円 ～

% 千円 千円 ～

千円

（※）今回の資金調達計画の中による借入金等をご記入下さい。

千円 必要資金合計（＝D) 千円

８． 自己資金算定額

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

① 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

ヶ月 千円 千円

② 千円

千円

預　　　　　　　　　　金 預　金　以　外

預け先（金融機関本支店名等） 預金種別 金　額 種　類 金　額

自　己　資　金　合　計　・・・E

借　入　先 年　利 借　入　額 毎月返済額 借入期間

・ ・

・ ・

・ ・

・ ・

借　入　金　等　合　計　・・・F

資金調達額　合計　（=E+F)

種　　類 明　　　細 金　　額

普 通 預 金

定 期 性 預 金

入居保証金等

設 備 充 当 等

合　　　　　　　　　計

借入先 資金使途 残存返済期間 年間返済額
年間返済額の２年分
（２年以内のものは全額）

合　　　　　　　　　計

自　己　資　金　額　（　①　－　②　）　＝

借
入
金
等

（
※

）

自
己
資
金

自
　
己
　
資
　
金
　
等

借
　
入
　
金
　
等



9-1．収支計画　（初年度：出店予定月から12ヶ月）

※ 出店予定月から起算して12ヶ月分を記入して下さい。
例）8月出店予定の場合、8月から翌年7月まで（12ヶ月）を記入。

単位：千円

↓入居の月から記載（左詰め）

R3.2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R4.1

① 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

② 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

③ 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100 100

④ 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50%

ア 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21

イ 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16

ウ 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

エ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

オ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

カ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

キ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

ク

ケ

コ

⑤ 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58

⑥ 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42

⑦ 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

⑧ 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92 92

⑨

⑩ 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

⑪ 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42

⑫

⑬ 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42 42

初年度

売上高 2,400

売上原価 1,200

売上総利益
（＝①－②）

1,200

売上総利益率
(③/①×100)

50%

人件費 252

家賃 192

光熱費 108
光熱費6千円
共益費3千円

通信費 60

交通費 60

広告費 12

消耗品費 12

減価償却費

支払利息

その他

諸経費計
(ア～コの合計）

696

営業利益
(③-⑤)

504

営業外収支 600
※他にも収入が
あれば記入

経常利益
（⑥＋⑦)

1,104

租税公課
（所得税・法人税等）

代表者生活費等 600

償還財源
(ク＋⑧－⑨－⑩)

504

返済元金

返済余力
(⑪－⑫)

504

※共益費については、光熱費の欄に記載下さい。

科目 合計 備考

経
　
　
費

売上・経費の根拠を
把握し記載すること



9-2．収支計画　（2年目～3年目）

※２年目の12ヶ月分を記入。３年目の欄は１年の合計を記入。
※チャレンジショップは３年目　記入不要。

単位：千円

↓（左詰め）

R4.2 3 4 5 6 7 8 9 10 11 12 R5.1

① 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400 400

② 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

③ 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200 200

④ 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50% 50%

ア 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21 21

イ 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16 16

ウ 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9 9

エ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

オ 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5 5

カ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

キ 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1 1

ク

ケ

コ

⑤ 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58 58

⑥ 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142

⑦ 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

⑧ 192 192 192 192 192 192 192 192 192 192 192 192

⑨

⑩ 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50 50

⑪ 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142

⑫

⑬ 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142 142

2年目

売上高 4,800 7,200

売上原価 2,400 3,600

売上総利益
（＝①－②）

2,400 3,600

売上総利益率
(③/①×100)

50% 50%

人件費 252 252

家賃 192 192

光熱費 108 108

通信費 60 60

交通費 60 60

広告費 12 12

消耗品費 12 12

減価償却費

支払利息

その他

諸経費計
(ア～コの合計）

696 696

営業利益
(③-⑤)

1,704 2,904

営業外収支 600 600

経常利益
（⑥＋⑦)

2,304 3,504

租税公課
（所得税・法人税等）

代表者生活費等 600 600

償還財源
(ク＋⑧－⑨－⑩)

1,704 2,904

返済元金

返済余力
(⑪－⑫)

1,704 2,904

※共益費については、光熱費の欄に記載下さい。

科目 合計 3年目

経
　
　
費

売上・経費の根拠を
把握し計上すること



９．－②　収支計画根拠

1日の売上　8千円 1日の売上　16千円 1日の売上　24千円
又は 又は 又は
A商品×日数×人数＝2千円 A商品×日数×人数＝4千円 A商品×日数×人数＝6千円
B商品×日数×人数＝2千円 B商品×日数×人数＝4千円 B商品×日数×人数＝6千円
C商品×日数×人数＝4千円 C商品×日数×人数＝8千円 C商品×日数×人数＝12千円

計 8千円 計 16千円 計 32千円

8千円×日数×人数＝200千円 16千円×日数×人数＝400千円 24千円×日数×人数＝600千円

全商品　原価率50％ 全商品　原価率50％ 全商品　原価率50％
売上金額×50％＝原価 売上金額×50％＝原価 売上金額×50％＝原価

月原価＝100千円 月原価＝200千円 月原価＝300千円

人件費 21千円 人件費 21千円 人件費 21千円
家賃 16千円 家賃 16千円 家賃 16千円
光熱費 　9千円 光熱費 　9千円 光熱費 　9千円
通信費 　5千円 通信費 　5千円 通信費 　5千円
交通費 　5千円 交通費 　5千円 交通費 　5千円
広告費 　1千円 広告費 　1千円 広告費 　1千円
消耗品費 　1千円 消耗品費 　1千円 消耗品費 　1千円
減価償却費 なし 減価償却費 なし 減価償却費 なし
支払利息 なし 支払利息 なし 支払利息 なし
その他 なし その他 なし その他 なし

計 58千円 計 58千円 計 58千円

１０．借入金等状況（※）

千円 ヶ月 千円

千円 ヶ月 千円

千円 ヶ月 千円

千円 ヶ月 千円

千円

現在負担している非事業性を含む借入金等で、今回の資金調達計画によるもの以外をご記入下さい
（経営者本人が負担している保証債務も含みます。）

算出根拠

初年度 ２年目 ３年目

返済額 千円 千円 千円

借入先等 資金使途 借入残高
残　　存
返済期間

年　間
返済額

合計

（※）

売上高

売上原価

経費

売上・経費の根拠を
把握し計上すること



１１．商品・サービスの説明等

１２．対象市場

１３．事業戦略

（１）商品・サービスの説明

（２）類似の製品・サービス

（３）類似の製品サービスに対する「優位性」

（４）類似の製品サービスに対する「弱点」

（１）販売価格

（２）顧客ターゲット（予想している売込先、顧客数等）

（１）販売価格設定方針

（２）販売方法（ルート）

（３）ＰＲ方法（プロモーション）

販売価格を設定した具体的な根拠・理由等を記載するこ
と



１４． 仕入先・販売先

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

千円

主な仕入先・
外注先

仕入・外注内容

仕入及び外注
先の予定額全
体に占める割
合（％）

仕入・
外注予定額
（年額）

支払方法　　
・条件

合　　計

主な販売先・
受注先、
想定対象顧客等

販売・受注内容

販売・受注先
の予定額全体
に占める割合
（％）

販売・
受注予定額
（年額）

回収方法　　
・条件

合　　計

仕入・外注の根拠を
把握し記載すること

販売先・受注先等
の根拠を把握し記
載すること



1５． その他

事業リスク、事務分掌及び組織図、従業員の資格経歴等、店舗レイアウトを記載して下さい。

※事業をする上でどのような弱みがあるのか。それに対する対応策などがあれば記載して下さい。

※　店舗レイアウトが決まっていれば記載して下さい。

事業リスク

店舗レイアウト

業務分掌
及び組織図

従業員の資格
・経歴等


